
＜一般会計＞

№ 事業名
行政
計画

事　　業　　内　　容

1
情報化推進計画改定
【情報システム課】

　ICTを有効活用し、台東区の「行政情報化」「地域情報
化」を総合的・体系的に推進するために、「台東区情報化
推進計画」を改定する。

2
庁舎基本構想
【総務課】

　庁舎老朽化に対応するため、手法等の基本的な調査検
討を行う。

3
帰宅困難者対策
【危機・災害対策課】

●

　災害時に想定される駅前滞留者対策の検討や対策計画
の策定等を行うため、上野駅周辺の事業者等で構成する
「駅前滞留者対策推進協議会」を設置し、東京都とともに
避難誘導訓練等を実施する。

4
寿子ども家庭支援センター運営
【子育て支援課】

●
　区内３箇所目となる「寿子ども家庭支援センター」を、４月
１日より開設し、子育て環境の向上を図る。

5
次世代育成支援地域行動計画
（後期）策定
【子育て支援課】

　台東区における子育て支援施策の中心的な計画であ
る、「台東区次世代育成支援地域行動計画」の後期計画
（平成２２年度～２６年度）を策定する。

6
新観光ビジョンの策定
【にぎわい計画課】

　新たな「台東区観光ビジョン」を策定し、今後の観光施策
の方針を定める。（平成２２年度～２６年度）

7
芸術文化・産業連携モデル
【産業振興課】

　東京藝術大学と区内地場産業事業者との商品の完成・
販売を目指した協働作業を促進するモデル事業を実施す
る。

8
エコアクション２１等取得支援
【産業振興課】

　エコアクション21またはISOの認証を取得する区内中小
企業者を対象に、取得経費の一部を助成する。

9
中小企業状況調査
【産業振興課】

　区が臨時職員を雇用して、区内事業所への産業施策を
紹介するパンフレットの配布やアンケートを実施する。

10
旧老人保健施設千束活用
【高齢福祉課】

　小規模特別養護老人ホームの整備、フロム千束の拡充
等にかかる実施設計を行う。

平成２１年度に実施を予定している新規事業
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11
障害児放課後対策
【障害福祉課】

　障害児の放課後及び夏季休業中等における居場所を確
保し、見守り・介助等のサービス提供により、その保護者の
子育て負担の軽減や当該障害児の安全の確保を図る。

12
健康都市連合
【健康課】

　健康都市づくりに取り組む都市間ネットワークである、
WHO西太平洋地域の健康都市連合及び同日本支部に
加盟し、情報や意見交換を図る。

13
台東病院等運営事業者に対す
る運転資金の貸付
【健康課】

　開設当初の運営資金の不足を補うため、社団法人地域
医療振興協会への資金貸付を行う。

14
口腔ケア連携推進
【健康医療課】

●
　誤嚥性肺炎の予防などに効果のある「口腔ケア」につい
て、医療機関や介護事業者と連携して高齢者等を対象と
する相談事業を実施する。

15
新型インフルエンザ対策
【生活衛生課】

　平成２０年１１月に策定した台東区新型インフルエンザ行
動計画に基づき、防護服等の備蓄を行う。

16
肺炎球菌ワクチン接種費助成
【保健サービス課】

　高齢者の肺炎の重症化を防止するため、肺炎球菌ワク
チンの接種費用の一部を助成する。

17
太陽エネルギー利用機器の設
置助成
【環境課】

  太陽エネルギーを利用した機器の設置に対し、経費の一
部を助成する。

18
浅草地域ライトアップ構想基礎
調査
【都市計画課】

　浅草地域の更なる賑わいの創出に寄与するよう、地域の
特性を踏まえた統一感のある良好な夜間景観を形成して
いくためのライトアップ構想を検討する。

19
水辺の散策ルート整備
【まちづくり推進課】

　「浅草まちづくり総合ビジョン」に基づき、水辺の散策
ルートを整備するため、交通量調査等を実施する。

20
鶯谷自転車駐車場拡張整備
【道路交通課】

●
　鶯谷放置自転車一時保管所の一部を自転車駐車場とし
て整備する。

21
放置自転車対策調査検討
【道路交通課】

　より良い自転車利用環境の具体化に向けた総合的な自
転車施策の調査及び検討を実施する。
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22
電線類地中化モデル実施
【土木課】

●
　防災機能の強化及び景観の向上を図るため、かっぱ橋
本通りにおいて、無電柱化のモデル事業を実施する。

23
（小学校・中学校）
給食食材費支援
【学務課】

　保護者負担の軽減を図るため、給食費引上げ額の２/３
相当額を支援する。

24
ことぶきこども園管理運営
【学務課】

　平成２１年４月より、本区２箇所目の認定こども園として、
「ことぶきこども園」を運営する。

25
障害児保育学年延長モデル
【児童保育課】

●
　障害児の受入れ学年を小学校６年生までに拡充したモ
デル事業を実施する。

26
学びサポートシステム
【指導課】

　民間事業者の演習問題データベースを活用し、授業、家
庭学習、補習時等に、児童・生徒の習熟度に合わせた学
習教材を提供する。

27
読書活動推進モデル実施
【指導課】

　小中学校図書館に司書を派遣し、図書館環境整備、図
書紹介、図書館ボランティア指導などを実施する。

28
国民投票投票人名簿システム構
築
【選挙管理委員会事務局】

　平成２２年５月発効の「日本国憲法の改正手続きに関す
る法律」に規定されている投票人名簿システムを構築す
る。

＜特別会計＞

№ 事業名
行政
計画

事業内容

29
＜病院施設会計＞
台東病院運営
【健康課】

　指定管理者である社団法人地域医療振興協会が、高齢
者の在宅生活を支援する慢性期医療の拠点となる病院の
管理運営を行う。


